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△ 4年リースのLAN調篇

Q :最近公表されたLAN設備の取扱いに
関する質疑応答の概要を教えてください。

A :一定の期間に締結されたLANのリー

ス契約については、耐用年数6年を基にした

リース期間4年によるものを売買取引とはし

ないことが明らかにされています。

【解説】

公表された質疑応答は、リース事業協会か

らの個別照会に対する回答という形で、LA

N設備に関する税務上の取扱いを明らかにし

たものです。LAN設備を一の減価償却資産

として6年の耐用年数で償却することを認め

た通達が廃止され、平成13年4月1日以後

に開始する事業年度から、LAN設備は原則

として構成機器ごとに個別に償却費を計算す

ることになっています。

質疑応答は、この通達廃止に伴うもので、

平成13年4月1日以後に締結されたLAN

のリース契約については、この廃止通達が公

表される平成14年3月7日前に締結された

ものであれば、耐用年数6年を基にしたリー

ス期間4年によるものを売買取引とはしない

ことが明らかにされています。

また、LAN通達の廃止により、現在では

18年或いは10年で個別に償却することと

されたLANケーブルの耐用年数について、

建物内に敷設された建物と一体不可分なもの

を除き、単に各機器を接続するだけのものに

ついては、その接続する機器の附属品として

その機器の耐用年数を適用して差し支えない

ことも明らかにされています。


